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様式第１号
令和　　年　　月　　日

阿波市長　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　

現地見学会参加申込書

　吉野・市場中学校屋内運動場空調機器設置事業に関する現地見学会への参加及び各施設の図面資料の提供を、次のとおり申し込みます。また、提供のあった資料については、阿波市の指示に従い、応募に係る目的以外の使用はしないことを誓います。

１　参加者　（駐車台数　　台）
	企業名等
	氏名
	現地見学会
	図面資料の提供

	
	
	参加する・しない
	

希望する・希望しない

	
	
	参加する・しない
	

	
	
	参加する・しない
	

	
	
	参加する・しない
	

	
	
	参加する・しない
	


※現地見学会、図面資料の提供欄では、それぞれ該当するものを〇で囲ってください。

２　連絡先
	担当者
	
	所属
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	E-mail
	



３　添付書類
　　参加者の名刺及び社員証のＰＤＦデータ（カラーのみ）
様式第２号

質　問　書

令和　　年　　月　　日

阿波市長　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　

担当者　氏　名　　　　　　　　　　　　　
　　　　所　属　　　　　　　　　　　　　
　　　　電　話　　　　　　　　　　　　　


	書類(資料)名
	ページ
又は
様式番号
	質　問　事　項

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	




注意事項

様式第３号～７号の届出者欄の記入について
１.阿波市入札参加有資格業者名簿に登載されている場合
（別紙１－１、１－２不要）
　届出者の部分は、委任状を提出している場合、受任者の内容を記入すること。
　印の部分は、使用印鑑届に押印のある実印又は使用印を使用すること。
　ただし、委任状を提出している場合、使用印鑑届に押印のある使用印を使用する
こと。
２.阿波市入札参加有資格業者名簿に登載されていない場合
　（別紙１－１、２の書類必要　１－２は該当する場合のみ必要）
　届出者の部分は、本店若しくは本社の内容を記入すること。
　印の部分は、本店若しくは本社の内容を記入すること。
　印の部分は、使用印鑑届に押印のある実印又は使用印を使用すること。
　委任状は、共同企業体の構成員を支店または営業所に委任する場合提出するこ
と。
　ただし、委任状を提出する場合、使用印鑑届に押印のある使用印を使用する
こと。








様式第３号　

参加表明書(兼応募資格審査申請書)

阿波市長　　様
令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　
共同企業体の名称                     
代表者　住所　　　　　　　　　　　　 
商号又は名称　　　　　　　　　　　   
代表者氏名                         印
電話番号　　　　　　　　　　　　 　　
メールアドレス　　　　　　　　　　　 

構成員　住所                         
商号又は名称                         
代表者氏名                         印
電話番号　　　　　　　　　　　　 　　
メールアドレス　　　　　　　　　　　 



本募集要項等に基づき、応募事業者の募集に参加することを表明するとともに、今般、連帯責任によって〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕を代表者とする〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕共同企業体を結成したので、応募資格等の審査を、指定の書類を添えて申請します。
なお、参加表明書(兼応募資格審査申請書)及び添付書類の記載事項は、すべて事実と相違ないことを誓約します。













様式第４号
令和　　年　　月　　日

誓　約　書

阿波市長　様

共同企業体の名称                     
代表者　住所　　　　　　　　　　　　 
商号又は名称　　　　　　　　　　　   
代表者氏名                         印

構成員　住所                         
商号又は名称                         
代表者氏名                         印

　吉野・市場中学校屋内運動場空調機器設置事業の応募にあたり、本募集要項第３の２及び３参加資格要件に定められた事項のうち、次の全ての事項に該当することを誓約します。
　なお、本契約締結までの間において、届出内容に変更が生じた場合は、遅滞なくその旨を届け出ることを誓約します。

（１）単体企業であること。
（２）地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しないこと。
（３）阿波市建設業者指名停止措置要綱（平成17年阿波市告示第15号）に基づく指名停止措置
の対象となっていないこと。
（４）阿波市暴力団等排除措置要綱（平成23年阿波市告示第20号）に基づき暴力団関係者であ
るとの認定を受け、契約排除措置中でないこと。
（５）次の申立てのいずれにも該当しないこと。
ア 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て
イ 民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立て
ウ 破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続開始の申立て
※会社更生法に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされていても、更生計画の認可の決定又は再生計画の認可の決定が確定し、本市の入札参加資格に係る再審査を受けている者については、当該申立てがなされていないものとみなす。
（６）次の企業でないこと。
ア 本工事に係る設計業務等の受託企業
徳島県美馬郡つるぎ町貞光字町45番地7
株式会社　上設計
イ 次の資本面又は人事面において密接な関連がある企業
(1) 「ア 本工事に係る設計業務等の受託企業」の発行済み株式総数の100分の50を超
える株式を有し又はその出資総額の100分の50を超える出資をしている企業
(2) 代表権を有する役員が、「ア 本工事に係る設計業務等の受託企業」の代表権を有
する役員を兼ねている企業
（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条に規定す
る暴力団員及びその利益となる活動を行っていない者であること。

様式第５号
特定建設工事共同企業体協定書

(目的)
第1条　当共同企業体は、阿波市発注に係る吉野・市場中学校屋内運動場空調機器設置事業（当該事業内容の変更に伴う事業を含む。以下単に「事業」という。）を共同連帯して営むことを目的とする。
(名称)
第2条　企業体は、〔              　　　　　　特定建設工事共同企業体 〕(以下「企業体」という。)とする。
(事務所の所在地)
第3条　当企業体は、事務所を〔                                      〕に置く。
(成立の時期及び解散の時期)
第4条　当企業体は、〔 　年　月　日〕に成立し、当該事業の請負契約の履行後〔 　 〕箇月以内を経過するまでの間は、解散することができない。
２　　前項の存続期間は、構成員全員の同意を得て、これを延長することができる。
３ 　 当該事業を請け負うことができなかったときは、当企業体は、前2項の規定にかかわらず、当該事業に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。
(構成員の住所及び名称)
第5条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。

住所
商号又は名称
代表者氏名

住所
商号又は名称
代表者氏名

(代表者の名称)
第6条　当企業体は、〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕を代表者とする。
(代表者の権限)
第７条　当企業体の代表者は、当該事業の執行に関し、当企業体を代表してその権限
を行うことを名義上明らかにした上で、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並
びに請負代金(前払金及び部分払金を含む。)の請求、受領及び当企業体に属する
財産を管理する権限を有するものとする。
(構成員の出資の割合)
第8条　各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該事業について発注者と契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。
商号又は名称　〔　　　　　　　　　　　　　〕　　〔　　　　〕％
商号又は名称　〔　　　　　　　　　　　　　〕　　〔　　　　〕％
２　  金銭以外のものによる出資については、時価を参酌のうえ構成員が協議して評価するものとする。
(運営委員会)
第9条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに事業の執行の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、当該事業の完成に当たるものとする。
(構成員の責任)
第10条　各構成員は、当該事業の請負契約の履行及び下請契約その他の事業の実施に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
(取引金融機関)
第11条　当企業体の取引金融機関は、〔　　      　　　　　〕とし、当企業体の名称を冠した代表者名義の別ロ預金ロ座によって取引するものとする。
(決算)
第12条　当企業体は、当該事業の完成後当該事業について決算するものとする。
(利益金の配当の割合)
第13条　決算の結果利益を生じた場合には、第8条に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当するものとする。
(欠損金の負担の割合)
第14条　決算の結果欠損金を生じた場合には、第8条に規定する割合により構成員が欠損金を負担するものとする。
(権利義務の譲渡の制限)
第15条　本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することができない。
(事業途中における構成員の脱退に関する措置)
第16条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が当該事業を完成する日までは脱退することができない。
２　　構成員のうち事業途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存構成員が共同連帯して当該事業を完成する。
３　　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第8条に規定する割合に加えた割合とする。
４　　脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５　　決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。
(構成員の除名)
第17条　当企業体は、構成員のうちいずれかが、事業途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び発注者の承認により当該構成員を除名することができるものとする。
２　　前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。
３　　第1項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第2項から第5項までを準用する。
(事業途中における構成員の破産又は解散に対する処置)
第18条　構成員のうちいずれかが事業途中において破産又は解散した場合においては、第16条第2項から第5項までを準用するものとする。
(代表者の変更)
第19条　代表者が脱退若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び発注者の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。
(解散後の契約不適合責任)
第20条　当企業体が解散した後においても、当該事業につき欠陥があったときは、各構成員は共同してその責に任ずるものとする。
(協定書に定めのない事項)
第21条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

〔　　　　　　　　　〕外 １社は、上記のとおり、〔　　　　　　　　　　　〕共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書３通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するとともに、阿波市へ申請書類として１通提出するものとする。

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　代表者　住所
商号又は名称
代表者氏名                        印

構成員　住所
商号又は名称
代表者氏名                        印










様式第６号

委任状


私儀 〔　　　　　　　　　　　　〕 を以て代理人と定め下記の権限を委任する。



記

１　阿波市が発注する〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕に係る様式８～１１、
１３～１７号に関する権限


２　復代理人の選任に関する権限



　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　共同企業体の名称

　　　　　　　　　　　　　　
構成員  住所　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者                          印
















様式第７号

使用印鑑届





　　　　　　　　　使用印






上記の印鑑は、阿波市が発注する吉野・市場中学校屋内運動場空調機器設置事業に係る一切の事務処理のために使用したいからお届けします。


　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　共同企業体の名称

　　　　　　　　　　　　　　
代表者  住所　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者                          印

構成員　住所　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者                          印












様式第８号
令和　　年　　月　　日

企　画　提　案　書

阿波市長　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印　


　本募集要項に基づき、企画提案書等を提出します。

	様式番号
	提　出　書　類
	市確認欄

	様式第９号
	提案価格書
	

	様式第１０号
	提案価格内訳書
	

	様式第１１号
	連絡先届出書
	

	様式第１３号
	代表構成員の施工実績
	

	様式第１４号
	設計監理担当構成員の業務実績
	

	様式第１５号
	配置予定技術者一覧
	

	様式第１６号
	施工管理技術者の施工経験
	

	様式第１７号－①
	事業計画・実施体制の妥当性
	

	様式第１７号－②
	設計、工事等の実施方針及びスケジュールの妥当性
	

	様式第１７号－③
	空調設備の特徴（災害時対応含む）、維持管理の配慮
	

	様式第１７号－④
	学校現場の特性に配慮した工夫
	

	様式第１７号－⑤
	地域への貢献度
	

	様式第１７号－⑥
	追加提案
	

	
	プレゼンテーション用資料
	

	 
	様式第１３号の記載事項を証明する書類
	

	
	様式第１４号の記載事項を証明する書類
	

	
	様式第１５号の記載事項を証明する書類
	

	
	様式第１６号の記載事項を証明する書類
	




担当者　氏名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　所属　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　　
　　　　e-mail　　　　　　　　　　　　　　



様式第９号
令和　年　月　日

阿波市長　様

　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印  


提案価格書

	見積金額
	
￥
	億
	千
	百
	拾
	万
	千
	百
	拾
	円

	事業名
	吉野・市場中学校屋内運動場空調機器設置事業





※　１．金額はアラビア数字にて御記入ください。
２．上記見積金額は、消費税及び地方消費税抜きの金額を御記入ください。
３．金額は訂正しないでください。








様式第１０号

提案価格内訳書（学校別・費目別内訳書）

　所在地                      　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称                          　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印　


　　　（単位：円）
	対象校名
	費 用 項 目
	金額
	摘要

	吉野中学校
	設計業務委託料
	
	

	
	工事請負代金額
	
	

	
	監理業務委託料
	
	

	小計（Ａ）
	
	

	市場中学校
	設計業務委託料
	
	

	
	工事請負代金額
	
	

	
	監理業務委託料
	
	

	小計（Ｂ）
	
	

	合計（Ａ＋Ｂ）
	
	



※1　合計金額が提案価格書（様式第９号）の金額と一致すること。
※2　金額欄は、消費税及び地方消費税相当額を含まない金額を記入すること。











様式第１１号

連絡先届出書

阿波市長　様
令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　         所在地
商号又は名称
代表者氏名 　　　　　　　     　　　　印
	代表者
商号又は名称
代表者
	フリガナ

	
	
　　

	連絡責任者
	フリガナ
	所属部署

	
	氏名
	

	所在地
	〒

	電話番号
	TEL

	電子メールアドレス
	　＠











	構成員
商号又は名称
代表者
	フリガナ

	
	
　　

	連絡責任者
	フリガナ
	所属部署

	
	氏名
	

	所在地
	〒

	電話番号
	TEL

	電子メールアドレス
	　＠




様式第１２号
令和　　年　　月　　日

参 加 辞 退 届

阿波市長　様

共同企業体の名称                     
代表者　住所　　　　　　　　　　　　 
商号又は名称　　　　　　　　　　　   
代表者氏名                         印

構成員　住所                         
商号又は名称                         
代表者氏名                         印



　本募集要項等に基づき、参加表明書(兼応募資格審査申請書)等を提出しましたが、辞退しますのでお届けします。
理　由







様式第１３号
代表構成員の施工実績
 
住所又は所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
 
	項目 
	実績　1 
	実績　2 
	実績　3 
	実績　4 
	実績　5 

	工事名 
	  
	  
	  
	  
	  

	発注機関名 
	  
	  
	  
	  
	  

	施工場所
	
	
	
	
	

	最終契約金額 
	千円 
	千円 
	千円 
	千円 
	千円 

	竣工承認日 
	　　年　　月　　日 
	　年　　月　　日  
	　年　　月　　日  
	　年　　月　　日  
	　年　　月　　日  

	受注形態 
	☑単体 
□共同企業体 
(出資比率　　％) 
	□単体 
□共同企業体 
(出資比率　　％) 
	□単体 
□共同企業体 
(出資比率　　％) 
	□単体 
□共同企業体 
(出資比率　　％) 
	□単体 
□共同企業体 
(出資比率　　％) 

	延べ床面積 
	　㎡ 
	　㎡ 
	　㎡ 
	㎡ 
	㎡ 

	空調整備の
有無
	有　/　無
	有　/　無
	有　/　無
	有　/　無
	有　/　無

	対象居室の
床面積
	　㎡ 
	　㎡ 
	　㎡ 
	㎡ 
	㎡ 


※1　施工場所欄は、市町村名まで記入すること。 
※2　受注形態欄は、該当形態にチェック☑を付けること。受注形態が共同企業体の場合は、（　）内に出資比率を記入すること。 
※3　欄の追加はせず、不足する場合、項目の番号を変更し、別紙で作成すること。（様式第１３－１号、様式第１３－２号）


様式第１４号

設計監理担当構成員の業務実績
 
住所又は所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
 
	項目＼内容
	空調設備の設計業務

	業務名等
	業務名
	

	
	発注機関名
	

	
	業務箇所
	

	
	最終委託金額
	千円

	
	業務完了承認日
	年　　月　　日

	業務概要等
	主要用途
	

	
	構造
	

	
	規模
	

	
	対象居室の面積等
	㎡


※1　入札に参加する者に必要な資格において明示した対象業務と同種の業務実績を記入すること（履行が完了しているものに限る。）。
※2　業務箇所欄は、市町村名まで記入すること。
※3　欄の追加はしないこと。

様式第１５号
配置予定技術者一覧

住所又は所在地 
商号又は名称 
代表者氏名

・技術者の配置体制
	区分
	氏名
	所属・役職
	担当する業務

	統括管理技術者
	
	
	□設計業務　　□工事　
□監理業務　　□統括管理業務

	設計管理技術者
	
	
	□設計業務　　□工事　
□監理業務　　□統括管理業務

	工事監理技術者
	
	
	□設計業務　　□工事　
□監理業務　　□統括管理業務

	施工管理技術者
	
	
	□設計業務　　□工事　
□監理業務　　□統括管理業務

	現場代理人
	
	
	□設計業務　　□工事　
□監理業務　　□統括管理業務


※1　担当する業務欄は、該当するものにチェック☑を付けること。 
※2　１区分に2人以上配置する場合、欄を追加すること。












様式第１６号
施工管理技術者の施工経験

住所又は所在地 
商号又は名称 
代表者氏名
	氏名
	
	生年月日
	　年　月　日
	監理技術者資格者証の交付年月日
	　年　月　日

	法令による免許
	
	取得年月日
	　年　月　日
	監理技術者講習の修了年月日
	　年　月　日



	項目
	経験　1
	経験　2
	経験　3
	経験　4
	経験　5

	工事名
	
	 
	 
	 
	 

	発注機関名
	
	 
	 
	 
	 

	施工場所
	
	 
	 
	 
	 

	最終契約金額
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	竣工承認日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日

	施工期間
	　年　月　日
～
　年　月　日
	年　月　日
～
　　年　月　日
	年　月　日
～
　　年　月　日
	年　月　日
～
　　年　月　日
	年　月　日
～
　　年　月　日

	うち従事期間
	年　月　日
～
　　年　月　日
	年　月　日
～
　　年　月　日
	年　月　日
～
　　年　月　日
	年　月　日
～
　　年　月　日
	年　月　日
～
　　年　月　日

	受注形態
	☑単体
□共同企業体
(出資比率　　％)
	□単体
□共同企業体
(出資比率　　％)
	□単体
□共同企業体
(出資比率　　％)
	□単体
□共同企業体
(出資比率　　％)
	□単体
□共同企業体
(出資比率　　％)

	延べ床面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	空調整備の有無
	有 ／ 無
	有 ／ 無
	有 ／ 無
	有 ／ 無
	有 ／ 無

	対象居室の床面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	従事役職
	□現場代理人
☑主任技術者
□監理技術者
□監理技術者補佐
	□現場代理人
□主任技術者
□監理技術者
□監理技術者補佐
	□現場代理人
□主任技術者
□監理技術者
□監理技術者補佐
	□現場代理人
□主任技術者
□監理技術者
□監理技術者補佐
	□現場代理人
□主任技術者
□監理技術者
□監理技術者補佐


※1　住所欄、受注形態欄、従事役職欄は、該当するものにチェック☑を付けること。 
※2　施工場所欄は、市町村名まで記入すること。 
※3　受注形態が共同企業体の場合は、(　)内に出資比率を記入すること。 
※3　欄の追加はせず、不足する場合、項目の番号を変更し、別紙で作成すること。（様式第１６－１号、様式第１６－２号）
様式第１７号－①

事業計画・実施体制の妥当性

商号又は名称

	①事業実施にあたって、本事業の目的を十分に理解した事業計画となっているか
②学校運営を考慮し、2校同時に事業を進めることを理解した上で、設計・工事・工事監理が遂行される実施体制、役割分担が明示されているか

	



様式第１７号－②

設計、工事等の実施方針及びスケジュールの妥当性

商号又は名称

	①設計、工事や各種調整、検査等に要する時間や段取りを十分に考慮し、確実なスケジュールとなっているか、またスケジュールどおりの事業遂行について具体的な工程が想定、工夫がなされているか
②学校運営への影響を少なくする工期短縮等の提案がなされているか

	



様式第１７号－③

空調設備の特徴（災害時対応含む）、維持管理の配慮

商号又は名称

	①空調設備の性能、機能の特徴に優れた提案があるか
②操作性や更新性が高く、災害時には可能な限り迅速に使用ができ、健康被害を予防できるなど、避難所として、活用できる設備を採用しているか
③学校の負担軽減やライフサイクルコスト削減のための工夫に対する提案があるか

	



様式第１７号－④

学校現場の特性に配慮した工夫

商号又は名称

	①工事中の生徒、教育員等への安全性の確保に対する提案があるか
②工事中における騒音、振動並びに停電や断水などの学校運営への影響に対する配慮が示されているか
③室内外機等の設置台数、設置場所は、快適な教育環境の提供や周辺地域への影響に配慮した計画がなされているか

	



様式第１７号－⑤

地域への貢献度

商号又は名称

	
①地域経済への貢献度　　　　阿波市内事業者発注見込率　　　　％


	②事業実施において、阿波市内事業者の参加・活用となっているか
③阿波市内事業者発注見込率に対して、実現可能な計画となっているか

	


様式第１７号－⑥

追加提案

商号又は名称

	①その他事業実施にあたり優れた提案があるか

	



別紙１－１（入札参加資格業者名簿に登載されていない業者用）
令和　　年　　月　　日

阿波市長　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　

使用印鑑届

　阿波市との入札、市と契約の締結、代金の請求及び受領その他の一切の商取引に関して、次の使用印を使用したいので届けます。









使用印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実　印


















別紙１－２（入札参加資格業者名簿に登載されていない業者用）
令和　　年　　月　　日

阿波市長　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　

委任状

　私は、次のとおり代理人を選任し、権限を委任します。

１　参加表明書(兼応募資格審査申請書)に係る一切の権限
２　共同企業体の結成に係る一切の権限
３　入札、見積に関する一切の権限
４　契約の締結に関する一切の権限
５　契約金額、前払金の請求受領に関する一切の権限
６　各種保証金の納付ならびに請求受領に関する一切の権限
７　復代理人の選任に関する一切の権限
８　その他契約の履行に係る一切の権限


	支店、営業所等
	所在地
	

	
	名　称
	

	代理人の職氏名
	

	郵便番号
	

	連絡先電話番号
	

	連絡先ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	













別紙２

提出書類（令和7年度阿波市入札参加有資格業者名簿に登載されていない場合）
「○」の書類の提出が必要となります。
	建設工事
	書類の詳細

	法人
	個人
	

	○
	
	登記事項証明書（現在事項全部証明書又は履行事項全部証明書）【写し可】
・法務局が発行するもの

	
	○
	身分証明書【写し可】
・申請書について市区町村長が証明する書面

	○
	○
	※阿波市内に主たる営業所がある場合、阿波市内の営業所等へ権限を委任する場合に提出
阿波市税の納税証明書
・（法人）→法人住民税、固定資産税
・（個人）→住民税、固定資産税
・未納額がないことを証する書面
・参加表明日の直前1年間における納付すべき額及び納付済額を証する書面又は完納証明書

	○
	○
	印鑑証明書【写し可】
・法人：法務局発行　個人：市区町村長発行

	○
	○
	総合評定値通知書の写し
・A4サイズ
・審査基準日が、申請日の直近のものの写しを提出してください。

	該当する場合○
	該当する場合○
	※総合評定値通知書で建設業退職金共済制度加入が『無』の場合に提出
建設業退職金共済事業加入・履行証明書、中小企業退職金共済事業への加入済証明書、又は共済契約者番号が確認できるもの【写し可】




	コンサル
	書類の詳細

	法人
	個人
	

	○
	
	登記事項証明書（現在事項全部証明書又は履行事項全部証明書）【写し可】
・法務局が発行するもの

	
	○
	身分証明書【写し可】
・申請書について市区町村長が証明する書面

	○
	○
	国税の納税証明書【写し可】
・未納の税額のないことの証明書（法人-その3の3、個人-その3の2）

	○
	○
	都道府県税の納税証明書【写し可】
・（法人）→法人事業税・法人都道府県民税・地方法人特別税（特別法人事業税）
・（個人）→個人事業税
・参加表明日の直前1年間における納付すべき額及び納付済額を証する書面又は完納証明書（未納の税額のないこと等が明記された証明書等）
・徳島県内に営業所等を有する場合は、委任の有無に関係なく、その営業所等の納税証明書も必要です。
・徳島県外の営業所等へ権限を委任する場合は、その営業所等分の納税証明書も必要です。

	○
	○
	市税の納税証明書
・（法人）→法人市町村民税、固定資産税
・（個人）→市町村民税、固定資産税
・未納額がないことを証する書面
・参加表明日の直前1年間における納付すべき額及び納付済額を証する書面又は完納証明書（未納の税額のないこと等が明記された証明書等）
・徳島県内に営業所等を有する場合は、委任の有無に関係なく、その営業所等の納税証明書も必要です。

	○
	○
	印鑑証明書【写し可】
・法人：法務局発行　個人：市区町村長発行

	○
	○
	建築士事務所登録証明書（写し可）
・建築士法（昭和25 年法律第202 号）第23 条第1項の規定による一級建築士事務所の登録を受けていることが証明できる書類

	○
	○
	損益計算書・貸借対照表
・審査基準日の直前2年分の各事業年度に関するもの
・個人で青色申告書を提出した場合は、直前2年分の青色申告決算書及び貸借対照表（資産負債調）
・個人で白色申告書を提出した場合は、直前2年分の収支内訳書


※各証明書類は、参加表明日を含め3か月以内に発行されたものに限ります。
（例：令和8年5月25日が参加表明日の場合は、令和8年2月24日までの証明日のものが有効）
※納税証明書で非課税の場合は、非課税を示す証明書（課税額0円の記載がある証明書等を提出してく
ださい。）

